
名古屋大学・東京大学・三重大学・信州大学

取組名称：家畜バイオ分野の国際産学協同人材育成

【成果等】 欧米のバイオテクノロジー関連企業・研究所（イギリス ７、アメリカ ３、フランス ２、ドイツ １）に、毎年、
大学院生5～7名を2～3ヶ月間派遣した。派遣先は指導教員が共同研究展開の可能性を模索して開拓した。10名の
教員の指導のもとに、5年間で後期課程10名を含む27名、うち5名は年度を変え、複数回（2～3回）派遣した。また、得
られた成果の一部で学術的な内容に関しては、国際学術雑誌に共同研究として６つの学術論文を掲載した。外国で
の研究がその後の展開で、検査試薬キットとして派遣先企業の商品開発・市販に貢献したケースもある。
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【取組概要】 本事業は、国際共同研究体制を基盤に、英国の動物バイオテクノロジー関連研究所、およびこれらから
スピンアウトしたベンチャー企業群に大学院学生を派遣して研究に参加させ、国際的視野の行動力を持つ次世代を
育成し、学位取得者の新規キャリアーパスを開拓することを目的とした。当初計画で派遣先として考えていた英国の
関連研究所の閉鎖、企業の再編があったため、英国に限らず欧米諸国とし、また、派遣先企業の内容もバイオテクノ
ロジー全般に広げた。名称も「動物バイオテクノロジー分野における大学院生の国際的キャリア開発」と変更した。
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事業概要 
本事業は、国際共同研究体制を基盤に、英国の動物バイオテクノロジー関連研究所、およびこれらからスピ

ンアウトしたベンチャー企業群に大学院学生を派遣して研究に参加させ、国際的視野の行動力を持つ次世代を

育成し、学位取得者の新規キャリアーパスを開拓することを目的とした。当初計画で派遣先として考えていた英

国の関連研究所の閉鎖、企業の再編があったため、英国に限らず欧米諸国とし、また、派遣先企業の内容もバ
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と変更した。 

最終評価結果 

（総合評価） Ｃ：総じて所期の計画以下の取組である 

コメント 

≪優れた点≫ 

１． 本プログラムは、動物バイオテクノロジー分野の国際共同研究体制を基盤として、インターンシップと学

位授与を融合させたものである。大学院教育創成を目指し、英国ベンチャー企業群に学生を派遣、研究に

参加させ、国際的な視野と行動力を持つ人材育成を４大学（名古屋大学、東京大学、三重大学、信州大

学）連携で目指した試みである。残念ながら２年目に提案者が急逝され、プログラムの継続が懸念された

が、その後、内容を絞り込み現時点では、海外企業と連携したユニークな人材育成プログラムの骨格を整

えることが出来るに至った。 

２． 具体的には、受入先の研究者を含めた共著論文を６報学術論文に掲載し、その後の検査試薬開発や、

すでに商品化・販売されているものも存在するという相乗効果が出ている。また、インターンシップでの研究

成果が学位論文に繋がるケースもあり、目的とした成果が一部ではあるが実現している。 

 

≪改善を要する点≫ 

１． 複数大学が連携し教育プログラムを進める場合のリスクと、海外の研究機関や企業に対して学生を派

遣する場合のリスクが重なって表れたケースとなった。いずれも状況を客観的に確認するプロセスが必須

であり、教訓を残したと言える。 

２． 関係者の役割と責任の所在が不明確であり、当事者意識に欠けていると言える。今回は特異な状況下

であったが関係者の努力で、プログラムの骨格を作り上げることが出来た。しかし単位認定の甘さなど、プ

ログラムの計画・企画段階での課題は残っている。 

３． プログラムの骨格は出来たが、人材育成の目標を明確にし、それを達成する形で設計されているように



 

は見えず、成り行きで来ている点を改善すべきである。本プログラムの成果・学んだ事を活かし国内インタ

ーンシップをベースとした教育プログラムにより、博士修了者のキャリアパス開拓を継続されたい。 

４． 予算配分の妥当性について、当事者自ら再チェックすることが望まれる。 

５．今後は学位論文の学術的成果のみならず、学生の多様な経験や活動実績も含めて国際的な場で評価さ

れる博士を育成するプログラムを目指して頂きたい。 
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